













は じ め に
1996年11月 の 「"会計に関する"連 邦法」(以 下 「連邦会計法」と略称)の 成立は,体 制転換
後の新生白シアにおける会計改革がひとつの段階を終えて新しい局面に入ったことを示 した。
なぜならば,ソ 連邦崩壊後の計画経済から市場経済への移行過程で,新 しい会計制度の構築の
ためにロシア連邦財務省(以 下財務省 と略称)な どが中心となって各種の会計法規が制定され
てきたが,「 連邦会計法」はこれらの会計法規の相互間の整合性を整 えてその頂点に位置する法
(1}
律(3aKOH)と して国会で成立 した か らで ある。
会 計 の 在 り方 に対 す る国 の包 括 的 な指 針 を明 らか に した 「連 邦 会計 法」 に は,会 計規 制
(P6ryπHpoBaHHe6yxra∬TepcKoroyqeTa)にとって意義 の ある会計 方法論 は僅 か に盛 られてい る
が,そ の多 くは財務 省 な どによって制定 され る会計 の規 程(no刀o)KeHHe)や 基準(cTa㎎apT)で 定
め られお り,そ れ らの中で と くに重要 な もの は 「ロシア連邦 におけ る会計 と報告書 に関す る規
程 」(以 下 「会計 と報 告書 の規 程」 と略称)で あ る。1992年3月 に財務 省 に よって承認 された
②
この規程は,そ の後数回にわたる小規模な修正 と1994年12月 の大規模な改定 とを経たのち,現在
では1998年7月27日 付で新たに改定された新版の規程が採用されてpる([19])。
さらに 「会計 と報告書の規程」を補完するものとして,財 務省が決定 した承認年度 と連番 を
(1)「 連邦会計法」 については,[28][31][32][34]を 参照 されたい。
(2)「 会計 と報告書 の規程」については,[25][31][32][33][37]を参照されたい。
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付 した一連 の会計規程(no∬o)KeHHe6yxraπTepcKoroyqeTa,略してnBy)が あ る。現在 までに
出 てい る この一連 の会 計規程 としては,① 「企業 の会 計方針 の会計規 程(nBy1/94)」 ・(1994年
7月28日 付)([1]76ペ ージ),② 「基 本建設 契約の会計規 程(r【By2/94)」(1994年12月20日.
付)([3]76ペ ー ジ),③ 「外貨建 資産 と債権 債務 の会 計規程(nBy3/95)」(1995年6月13日付)
([5]61ペ ージ),④ 「組織 の会計 報告書 の会計規程(nBy4/96)」(1996年2月8日付)([6]
89ペ ージ),⑤ 「物 的 ・生産 的在 庫 の会計 規程(nBy5/98)」(1998年6月15日付)([18]),⑥
「固定資 産会 計の会計規 程(nBy6/97)」(1997年9月3日 付)([7]3ペ ー ジ)が ある。
そ こで この小論 では,直 近 の 「固定資産会 計の会計規程 」(以 下nBy6/97と 略称)の 内容 を
明 らか に しなが ら,新 生 ロシア にお け る固定資産会 計の諸 問題 について考察 す る ことにした い。
IrlBy6/97の 内容(そ の1)
nBy6/97は,1.総 則(1.1～L3項),II.定 義(2.1～2.3項),III.固 定資産の評価(3.1～
3.7項),IV.固 定資産の減価償却(4.1～4.10項),V.固 定資産の更新(5.1～5.3項),VI.固 定
資産 の賃貸借(6.1～6.5項),VII.固 定 資産の除却(7.1～7。3項),皿.会 計報 告書 への開示
(8.1～8.2項),IX.付 則からなってお り,固 定資産会計についての主要な内容が以下のように
規定 されている。
まず1の 総則では,本 規程 は銀行 と予算施設を除 く法人組織 における固定資産会計 を規定 し
た ものであるが,そ れは会計のその他の規程 とともに採用されるとしている(1.1項)。 また本規
程は,① 製造組織の倉庫 に完成品としてまた商業組織の倉庫に商品 としてある機械や設備など,
②積送中,組 立中または組立を要する対象物,③ 資本的・財務的投資に対 しては適用されず(1.2
項),ま た賃貸借取引の会計,天 然資源客体取引の会計に対 しては適用 され るとしている(1。3
項)。
IIの定義では,固 定資産(ocHoBHbIecpeπcTBa)を,12カ 月以上 にわたってあるいはもし12カ
月を越えるならば正常営業循環過程(06blqHbl藍oHepa叩oHHb画 耶瓢)を 上回る期間 において,
生産物の生産,作 業の遂行,役 務の提供 に際 してまたは組織の管理のために,労 働手段 として
利用される資産の部分であると規定する。そして①価額に関係 なく12カ月以内に利用 され流動
資産 の組成 となる対象物,② 有効耐用年数に関係な く取得 日の価額が法で定め られた単位当た
り最低労働支払月額の100倍 以内の価額 の対象物,③ 会計規程 に基づいて組織 によって設定 し
たその他 の対象物 は,固 定資産 としない と規定す る。つ ぎに有効耐用年数(cpOKno∬e3Horo
Hcno∬b30BaHH∬)を,固 定資産の客体の利用が組織 に収益をもた らした り,ま たは組織活動の
目的の遂行に役立つような期間であり,そ れは規定の手続で会計上の固定資産のために設定さ
れるもの と規定する。そして固定資産の個々のグル ープにとっては,有 効耐用年数はこれ らの
客体 の利用成果で得 られるであろう生産物の数量 または作業高のその他の現物指標に基づいて
設定されるとする(2.1項)。
固定資産 としては,① 建物,② 構築物,③ 作業用 ・動力用の機械 と設備,④ 測定用 ・調整用
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の器具 と装置,⑤ 計算機,⑥ 運送手段,⑦ 器具,⑧ 生産用・事務用の備品と付属品,⑨ 使役用 ・
畜産用 ・繁殖用の家畜,⑩ 多年生樹木,⑪ その他の固定資産があるが,未 開の土地区画への基
本投資(干 拓,潅 流,土 地改良の作業)お よび固定資産の賃貸借客体への基本投資も固定資産
となる。多年生樹木,未 開の土地区画への基本投資は,作 業全体の終了 と関係な く運営 される
用地 と関連する支出額で毎年固定資産の組成に含まれる。組織の所有する土地区画,天 然資源
客体(水 利,地 下資源,そ の他 の天然資源)も 固定資産の組成 に入る(2.2項)。
固定資産の会計単位 は棚卸客体(HHBeHTapHbl藍06ちeKT)で ある。この棚卸客体 とは,す べての
装置や付属品を伴った客体,ま たは一定の独 自機能を果たす個々の構造的に独立 した対象物,
または特定の目的 をもち一定の作業を遂行する構造的に統合 された対象物の コンプレックスで
ある。この場合,こ のコンプレックスは,装 置や付属品をもちひ とつの土台の上で制御 される
多様な使途のひ とつ対象物 またはい くつかの対象物であ り,そ のためコンプレックスに入るそ
れぞれの対象物は,.独 自にではなくコンプレックスの組成 として自己の機能を果たす ものとす
る。
なお,ひ とつの客体 に異なる有効耐用年数 をもつい くつかの部分があるときには,そ れぞれ
のその部分は独自の棚卸客体 として考慮される(2.3項)。
IIIの固定資産の評価(oueHKa)で は,固 定資産はその取得価額で計上 されると規定 する(3.1
項)。 その際,有 償で取得 した固定資産の取得価額 は付加価値税やその他の税 を除いた取得,構
築,製 造に対する組織の実際費用額 となるが,そ の実際費用額を具体的につぎのように挙げて
いる。①納品(販 売)契 約 によって支払った金額,② 建設請負契約などによる作業の遂行に対
して支払 った金額,③ 固定資産の取得に関係 した情報 ・コンサルタントサービスに対 して支払
った金額,④ 固定資産客体の権利の取得(入 手)と の関連で生じた登記料や手数料など,⑤ 関
税 およびその他の支払,⑥ 固定資産客体の取得で中間組織に対して支払った報償金,⑦ 固定資
産客体の取得,構 築,製 造 と直接関係 したその他の費用などである。なお固定資産の取得の実
際費用には,一 般経営費やその他類似の費用は固定資産の取得 と直接関係するものを除いて含
めない(3.2項)。
組織の定款資本(共 同出資)へ の持分の勘定に計上される固定資産の取得価額は,法 で特に
定めがない場合 には,組 織の設立者(参 加者)の 同意を得たその貨幣的評価で示 され(3.3項),
贈与 された り無償で入手 した固定資産の取得価額 は,借 記 日の市場価額で示され(3.4項),貨 幣
性資産以外の他の資産 との交換で入手 した固定資産の取得価額は,貸 借対照表上 に計上 されて
いた交換 した資産 の価額で示 される(3.5項)。
計上 された固定資産価額は,法 や本規程で定められている場合 を除 き修正されない。固定資
産の取得価額の修正は,当 該客体の竣工,再 装備,再 建,部 分的除却に際して認められ る。固
定資産の取得価額の増減は組織の追加資本(以06aBoqb磁KanHTaπNご 関係づけられる。組織は1
年に1回(会 計年度の期首に)固 定資産の客体 を,法 で特に定めがない場合には,発 生 した差
額を追加資本 に関係づけて,指 数によってあるいは文書で確認 された市場価格によって時価価
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額に再評価する権限をもつ(3.6項)。
取得に際して外貨で決定 された固定資産の客体の評価 は,そ の取得 日のロシア連邦中央銀行
の為替指数の換算によるルーブルでなされるとする(3。7項)。
IIHBy6/97の 内容(そ の2)
IVの 固定 資産 の減価償 却(aMOPTH3a即 【の で は,固 定資 産 の客体 の価額 は減 価償 却 の算 定 に
よって補填 され る と規定 す る。 だが減価償 却 を算定 しな い もの として,贈 与 され た りまた民 営
化 の過程 で無償 で入手 した客体,住 宅 フオ ン ド,外 部 整備客体 と森林 経営 や道 路経営 の類似 の
客体,水 路 標識 の特殊設備 な ど,畜 産用 家畜,水 牛,去 勢 した雄牛,鹿,価 値 増殖 しな い多 年
生樹 木,出 版物(書 物,小 冊子 な ど)を 挙 げ,さ らに一定期 間属性 の費消 が変化 しな い土地 区
画,天 然 資源 に対 しては減価償 却 を しな い(4.1項)。
減 価償 却控 除の算定 はつ ぎの方法 の うちのひ とつで行わ れ る。 それ は,① 定額法(皿HHe曲HH益
cnoco6),② 定率 法(cHoco6yMeHb皿aeMoroocTaTKa),③級数 法(cnoco6cnHcaH圏 ㏄oHMo㏄Hno
cyMMeqHce朋eTcpoKaロo∬e3HoroHcnoπb30BaH朋),④生産 高比例 法(cnooo6cnHcaH四 ㏄oHMoσ 「H
HpoHop㎎oH諭bHoo6LeMynpoμy瓢HH(pa60T))であ る。 同種 の客体 の グルー プに対 しては,そ
の有効耐 用年 数 の全期 間 にわた ってひ とつの償却 法が採用 され る。組 織 の長の決定 で再建 中や
近代 化 中,3カ 月以上 活動停止 中 の客体 を除いて,固 定資産 の客体 の有効 耐用年数 の期間 にお
一 ける減価償却控除 は中止されない(4.2項)。
年度減価償却控除額 はつ ぎのように決定 される。①定額法ゐ場合=固 定資産の客体の取得価
額 と当該客体の有効耐用年数 に基づ く償却率とによる決定。②定率法の場合;固 定資産 の客体
の期首 における残高価額 と当該客体の有効耐用年数に基づ く償却率 とによる決定。③級数法の
場合:固 定資産の客体の取得価額 と,当 該客体の有効耐用年数末 までの残 りの年数(分 子)と
当該有効耐用年数の総計(分 母)と の比率 とによる決定。④生産高比例法の場合=会 計年度の
生産物(作 業)の 産出高の現物的指標 と,固 定資産の客体 の取得価額 と当該客体の有効耐用年
数の全期間の生産物(作 業)の 予定産出高 との比率 とによる決定。採用 した償却法 と関係 な く,
会計年度中における減価償却控除 はその年度額の1/12の 額で毎月算定 される。季節生産では年
度減価償却控除額は会計年度における組織の活動期間中に均等に算定 される(4.3項)。
固定資産 の客体への有効耐用年数の適用は組織で決定す るが,そ の際には①予定 した生産性
や生産能力に応 じた当該客体の予定利用期間,② 稼働方式(交 替係数),自 然条件,環 境破壊,
計画的修繕 システム,③ 賃貸借期間などが考慮され る(4.4項)。
国庫補助金で得た固定資産の客体 に対する減価償却控除の算定では,そ の金額を差 し引いた
客体の価額が採 られる(4.5項)。
固定資産の客体の減価償却控除は,当 該客体を会計に計上 した月の翌月の最初から,そ の価
額の完全 な補填まで,ま たは所有権などの消滅による当該客体の消去まで算定され(4.6項),当
該客体の価額 を完全に補填 した月の翌月の最初から,ま たは当該客体を消去 した月の翌月の最
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初から停止 される(4.7項)。
固定資産の客体の更新期間が12カ 月を越 える期間には,減 価償却控除は中止される(4.8項)。
固定資産の減価償却は,そ れが関係する会計期間の会計に反映 され,会 計期間の組織の活動成
果に関係な く算定され(4.9項),そ の減価償却累計額が表示 され る(4.10項)。
Vの 固定資産の更新(BO㏄raHOB∬eHHe)で は,固 定資産の客体の更新 は修繕,近 代化,再 建 に
よって行われると規定する(5.1項)。 この更新の費用は当該会計期間の会計 に反映 され,そ の
際,固 定資産の客体の近代化 と再建の費用は,そ の完成後 に,も しこれらの費用が当該客体の機
能の標準的指標(有 効耐用年数,性 能,そ の質など)を かってのものよりも改善 ・引き上げて
いるならば,当 該客体の取得価額 を増加させ,組 織の追加資本 に関連づけることができる(5.2
項)。
異なる有効耐用年数をもついくっかの部分がひとつの客体にある場合 には,更 新に際 しての
こうした部分の取替えは独 自の棚卸客体の除却 と取替 えとみなされる(5.3項)。
VIの 固定資産の賃貸借(apeHπa)で は,賃 貸借'(リ ース)の 対象 となる固定資産の評価 と減価
償却についてつぎのように規定されている。一時的な所有 と利用または一時的利用に有償で借
手へ引 き渡す資産 は,本 規程のIIIに対応 した評価で貸手の会計 に個別に反映され,資 産 コンプ
レックス として全体で企業の賃貸借契約による資産は,企 業の引渡文書 と賃貸借契約 に応 じて
決定された価額で借手で計上 され る(6.1項)。
賃貸借契約で得た固定資産の客体(プ アイナンス ・リースの客体 を除 く)は,賃 貸借契約上
『の評価でバ ランス外勘定(オ フ・バランス勘定)に 借手によって示される(6.2項)。 プアイナン
ス ・リースによって得た固定資産の客体 は,も し当該客体の所有権が借手に早 くから生 じてい
ないならば,プ アイナンス ・リース契約で認めた期間経過後に,バ ランス勘定に借手によって
示 される(6.3項)。
賃貸借 した固定資産 の客体の減価償却の算定は貸手によって行われる(企 業の賃貸借契約で
の資産の借手 によって行われる減価償却,お よびプアイナンス・リース契約の場合 を除 く)(6.4




れる固定資産の客体の価額は貸借対照表から消去される。客体 の除却は,売 却,無 償贈与,社
会的 ・物理的摩損,事 故,天 災,災 害,他 組織の定款資本への現物出資 によって生 じる(7.1
項)。もし画定資産の客体 の消去がその売却によるならば,売 却か らの売上金はその契約上の価
額の金額で計上 される(7.2項)。 固定資産の客体の貸借対照表か らの消去による収益,費 用,損
失は,そ れが関係する会計期間の会計に反映 され,組 織の損益に適時に対応 させる(7.3項)。
vmの 会計報告書への開示(paCKPblTHe)で は,会 計報告書(財 務諸表)に は期首 と期末 におけ
る固定資産のグループ別の取得価額,算 定 した減価償却額,固 定資産の除却額 と増加額,変 動
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理由が示 されると規定する(8.1項)。 また組織の会計方針についての情報 に基づいて,会 計報告
書には最低限つぎの情報が開示される。①貨幣性資産以外の他の資産 との交換によって取得 し
た固定資産の客体の評価法,② 計上 された固定資産価額の修正(再 装備,再 建,再 構築,部 分
的除却の場合を含む),③組織が採用した固定資産の客体の有効耐用年数(主 要なグループ別の
もの),④ 価額が補填で きなか った固定資産の客体,⑤ 賃貸借契約で提供 した り受 け入れた りし
た固定資産 の客体,⑥ 固定資産の個々の客体 についての減価償却控除の算定方法(8.2項)。
最後のIxの 付則では,nBy6/97は1998年1月1日 か ら採用 されるとしている。
III若 干 の コ ンメンタ ール
nBy6/97は,先 に触れたように,「連邦会計法」に基づいて 「会計 と報告書の規程」を補完
する一連の会計規程のひ とつとして制定 されている。したがって,nBy6/97は その他の規程 と
ともに採用されることになるが(1.1項 参照),こ の場合のその他の規程 とは とくに先のnBy1/
94,nBy2/94,nBy3/95,nBy4/96,nBy5/98などを指すことになる。 また,固 定資産
の減価償却については,ソ 連時代に制定された 「国民経済 における固定フオンドの減価償却控
除の算定方法に関する規程」(1990年12月29日 付ソ連邦のゴスプラン,財 務省,ゴ スバ ンク,
国家価格委員会,国 家統計委員会,国 家建設委員会承認,以 下 「1990年償却規程」と略称),「国
有,協 同組合(コ ルホーズを除 く),公共の企業 と組織の固定 フオン ド会計に関する規程」(1976
年5月7日 付 ソ連邦財務省承認)な どが,体 制転換後に制定された 「会計 と報告書の規程」や
1991年12月19日 付で財務省 によって承認 されてその後改定を重ねている 「企業の財務 ・経済活
(3)
動の勘定計画 とその適 用に関する訓令」(以下 「勘定計画」と略称)と に抵触 しない部分 につい
て適用される。 このためこれ らの規程や訓令 もその他の規程 となる([16])。
rlBy6/97に は固定 資産会計 と減価償却会計のふたつの重要な会計 問題 が盛 られてい る
([12]84ペ ージ)。そこで後者の問題はIV節 で触れることにし,最 初 に前者の主要な規定につい
て解説 しょう。
まず固定資産を定義する際に,資 産 を固定 ・流動 とに分 ける基準 として西側で広 く採用され
ている1年 基準(oneyearrule)と 正常営業循環過程(normaloperatingcycle)を 導入 し
たことが注 目される(2.1項 参照)。 これは,1994年12月 の改定版 「会計 と報告書の規程」に盛 ら
れていた,耐 用年数に関係な く取得 日での価額が100万 ルーブル以下 また価額に関係な く1年
以内に使用され る客体 などを流動資産 とする規定(45条)よ りも,国 際会計基準にいっそう接
近 した もの となっている。ロシアではこの場合,正 常営業循環過程 とは当該組織における生産
物(作 業,役 務)の 最初から最後 までの平均製造期間としての生産過程の特質であると解 され
てお り,そ してもし正常営業循環過程が15ヵ 月に相当するならば,15カ 月間 までの有効利用期
間の労働手段 は 「少額迅速消耗物品」 とな り,15カ 月間以上の ものは固定資産 として処理され
るとしている([16])。 また土地区画や賃貸借客体へ の基本投資.も固定資産 となるが(2.2項 参
(3)「 勘定計画」については,[24][27]を 参照されたい。
(75)新 生ロシアにおける固定資産会計について75
照),こ れらの会計処理についてはソ連時代に制定 された先の1976年5月7日 付の固定 フオンド
の会計に関する規程に代わる類似の規程がいま準備 されているという([16])。
固定資産の会計単位を棚卸客体 としていることは(2.3項 参照),「連邦会計法」(12条)で もま
た1994年12月 の改定版「会計 と報告書の規程」(15条)で も,会 計データの信悪性 を保証するため
に資産に対する棚卸の実施が強調 されていたことと対応 しいる。その際,構 造的に統合 された独
立 した コンプレックスを選定するときには,1999年12月26日 付でロシア国定規格(roc㏄aHμapT
PoccHH)が 定 めた全 ロシアの固定 フオ ン ド分類(06皿epoccHHcKHm㎝a㏄HφHKaToPocHoBHHx
ΦOHπOB)が参考 となる([16])。
固定資産 はその取得価額 によって評価されるが(3.1項 参照),こ れ も「連邦会計法」(11条)で
もまた1994年12月 の改定版 「会計 と報告書の規程」(43条)で も取得価額による固定資産の計
上が規定 されていたことと対応 している。 この場合,取 得価額か らは付加価値税等が除かれる
が,そ の拠 り所 となるものはロシア連邦の税法 とくに付加価値税法などとなる([16])。
固定資産の取得の実際費用には,勘 定科目表である 「勘定計画」に配置されている 「一般経
営費勘定」(勘定番号No.26)ま たは調達,販 売,商 業の組織では「流通費勘定」(勘 定番号No.44)
に記帳される一般経営費やその他類似の費用を原則 として含めないが(3.2項 参照),固 定資産の
取得 に直接携わった要員の労働支払,そ の運送費などは含められる([16])。
計上された固定資産の取得価額は原則 として修正 されないが,連 邦政府決定で固定資産を再
評価するときにはこれ までの取得価額は新 しい時価価額 に修正される(3.6項 参照)。 現にハイ
パーインフレーションに見舞われたロシアでは,こ の再評価は1992年7月1日(1回 目),1994年
1月1日(2回 目),1995年1月1日(3回 目),1996年1月1日(4回 目),1997年1月1日(5回
目)の 各時点で実施 され,1998年1月1日 には通貨ルーブルの呼称単位 を千分の一 とす るデノ
ミネーションが行われた。この5回 にわたる再評価の際,旧 取得価額 と新時価価額 との差額(再
評価益)は,利 益 とせず資本の修正 として処理 され,「追加資本勘定」(勘 定番号No.87)に 計上
ω
された。nBy6/97で は固定資産の取得価額の法によらない任意の再評価が規定 されているが
(3.6項参照),こ れは当面1999年 における組織の会計方針の形成 に際 しての組織のイニ シアティ
ブで行われる1999年1月1日 時点での再評価 を認めた ものである([16][21])。
また竣工,再 装備,再 建,部 分的除却され る当該客体の取得価額 は修正されるが(3.6項 参
照),こ れ は 「基本建設契約の会計規程」(nBy2/94)と ともに採用されるものである。竣工,
再装備,再 建,部 分的除却の費用は 「基本投資勘定」(勘 定番号No.08)で 把握 され,作 業終了
後 にそれ らはNo.08勘 定の貸方から「固定資産勘定」(勘 定番号No.01)へ 転記 され,同 時に固
定資産の取得価額の増大は「追加資本勘定」(勘 定番号No.87)へ 自己財源の計算勘定(「 未分配
利益(未 補填損失)勘 定」(勘 定番号No.88)と の対応で関係づけられる([16])。




化がみ られることである。かってのソビエ ト会計では減価償却に相当する用語 としてロシア語
のH3HOC(摩 損)が 使用されていたが,そ の後の 「会計 と報告書の規程」では特許権,、意匠
権,商 標権な どの無形資産の償却に対 してはamortizationに 対応するaMopTH3a㎎ 月を当て,物
理的に利用 され る労働手段である有形固定資産の償却に対 してはH3Hocが 使われていた([4]6
ページ)。 だが今回のnBy6/97で は有形固定資産の償却 に対 してもaMopTH3a㎎Hが 採用 され
ている点である。
「連邦会計法」(11条)で は固定資産の減価償却額の算定は組織の当期 の経済活動の成果に
関係な く実施 されること,ま た1994年12月 の改訂版 「会計 と報告書の規程」(43条)で は固定資
産 の価額に対 してはその標準耐用年数内に規定の法的手続で設定 された率に基づいて摩損(減
価償却)が 算定 され,そ れを生産費や流通費の勘定に借記し,そ の摩損(減 価償却)累 計額が
個別につ まり控除形式で財務諸表に表示されることが,そ れぞれ盛 られていた。 これ らの規定
を受けてnBy6/97は,四 つの減価償却控除の算定方法を示 し,そのうちのひとつの方法 を組織
の会計方針 として採用することを認 めている(4.2項 参照)。
この場合,か ってのソビエ ト会計の もとで個々の組織で義務 として採用されていた,多 くの
固定資産に対す る定額法 と,一 部の固定資産 に対す る生産高比例法(例 えば,運 送手段に とっ
ては走行距離1,000km当 た りの資産価額 に対する百分率の償却率が採用されていた)と が引
(5)
き続 き認められている一方,西 側で広 く採用されている定率法 と級数法 とが今回初 めて認 めら
れてお り,こ れらの年度減価償却控除費の算定方法が規定されている(4.3項 参照)。
周知のように,い ま客体の取得価額を100千 ルーブル,有 効耐用年数を5年 とすると,こ れ
(6}
らの算定方法は表1の ようになる([16])。
また この場合,規 定の法的手続で設定 された償却率 としては,1990年10月22日 付ソ連邦閣僚
(7)
会議決定の 「ソ連邦自民経済の固定 フオ ンドの統一更新用減価償却控除率」が現在 も廃止され
ることな く採用 される([16])。 この法定償却率か ら有効耐用年数を個々の組織は決定するが,
その際,そ れは稼働方式や自然条件 などに配慮して決定すること(4.4項 参照),減 価償却控除額
は客体の除却額 と受入額 とを考慮 してその年度額 の1/12の 額で毎月算定す ること(4.3;4.6;4.7
項参照)な どのソビエ ト会計の慣行が継承 されている。
(5)ソ ビエ ト会計のもとでの減価償却制度,償 却法,償 却率な どについては,[35][36]を 参照 され
たい。
(6)年 度減価償却額の算定方法 は,[11][14]で も詳 しく解説 されている。






生産高比例法:償 却額は生産物(作 業)の 現実産出高指標,








級数法:年 度償却額は客体の取得価額,分 子 を有効耐用年数
までの残余年数(漸 次に5;4;3;2;1)と し分母 をこの期 間の年
数合計(15=1+2.+3+4+5)と した年度比率 とで決定 さ
れる。
年度償却額
100千 ル ー ブ ル ×20%(100%:5);20
千 ル ー ブル
40x(100:200)=20千ル ー ブ ル
第1年 度
100×20%(100%:5)×2
=40千 ル ー ブ ル
第2年 度
60(100-40)×20%(100%:5)×2
=24千 ル ー ブ ル 等
第1年 度
100×(5:15)=33.3千 ル ー ブ ル
第2年 度
100×(4:15)=26.7千 ル ー ブ ル 等
V加 速度償却について
rlBy6/97で は,四 つの減価償却控除の算定方法のうち選択 したひ とつの方法 と法定償却率
とに基づいて規則 的に計上されてい く減価償却,い わゆる正規 の減価償却のみが規定 されてい
る。 しか し現実においては,法 定償却率を一定の係数で引 き上げた率で減価償却控除 を行うこ
とも可能であり,ロ シアではそれを加速度償却(ycKopeHHa兄aMopTH3a耶 ∬)と呼んでい る。
ところで,か ってのソビエ ト会計の もとでは,加 速度償却 は企業の計上利益隠蔽のための資
本主義会計固有の方法 として批判 され,加 速度償却なる用語 は存在 しなかった。だがそのもと
で も,技 術的進歩 の影響 を直接的に受ける機械,設 備,運 送手段に対 しては,そ の他の固定資
(8)
産 と比較 して耐用年数の短縮つま り高い償却率を適用して償却 されていた。その後,1990年10
(9)
月の法定償却率 と同時に制定された同年12月 の 「1990年償却規程」で,加 速度償却の用語が初
めて登場 し,そ の採用をつぎのように認めた。
「1990年償却規程」の27条 では,1991年1月1日 から生産用固定資産の積極的部分 と呼ばれ
ている機械,設 備,運 送手段 に対 して加速度償却の適用を認め,28条 では,こ の加速度償却 を







法 と規定 し,29条 では,計 算機,最 新の材料,用 具,設 備の生産の増大や輸出品の拡大のため




こうしてロシアでは,「1990年 償却規程」に基づいて加速度償却が正式に採用 されてい くこと
になったが,そ の後,「加速度償却適用の諸問題についての文書は固定 フオン ドの再評価 に関す
る法令で示 され るようになった」([17])。 つまり,先 にみた5回 にわたる固定資産再評価後に,
国の適応の機関か ら新 しい時価価額 に基づ く減価償却控除の算定法 とともに,加 速度償却の適
用範囲 も同時に示されていったからである。 、
このため,第1回 目の再評価後 には,基 本的には法定償却率が採用されるが,1)組 織の財政
状態が悪化す るならば,法 定償却率より0.5;0.6;0.7の 範囲で引き下げた率の採用,2)資 金 を
必要 とする投資計画があれば,法 定償却率より高い率の採用を認める一方,1)固 定資産の積極 ・
的部分に対 して法定償却率を2倍 以内に引き上げた定額法 による加速度償却の採用,2)小 事業
主体 には耐用年数3年 以上の固定資産に対 してその価額の50%(「1990年 償却規程」では20%で
あった)ま での初年度償却の採用が同時に認められた。ついで,こ の減価償却の算定法 と加速
⑩
度償却の適用範囲は,そ の後の再評価後 にも若干内容を修正 してそのつど指示されていった。
現在ではこうした指示は,第3回 目の再評価の実施 との関連で出た1994年8月19日 付ロシア
連邦政府決定 「加速度償却メカニズムの利用と固定フオンドの再評価について」([2]77ペ ージ)
を基礎 にして示 されている。この政府決定(7～8条)に よると,加 速度償却はつぎの ように定
め られている。1)ハ イテク部門の発展 と効率的な機械,設 備の導入のために,機械,設 備,運 送
手段 といった固定資産の積極的部分 に対 して,加 速度償却の採用を認める。2)こ の加速度償却
の適用が認 められる固定資産の一覧表は,執 行権をもつ連邦機関によって作成 される。3)こ の
加速度償却の適用に際 しては,法 定償却率を2倍 以内に引 き上げた率 による定額法(1994年 の
時点では償却法 は原則 として定額法であった)を 採用する。4)組 織 は加速度償却の採用をロシ
ア連邦主体の税務機関に通知す る。5)機 械 と設備の更新を刺激するために,小 事業主体に対 し
て は,上 記の加速度償却 とともに,そ の小企業の設立時に(客 体の稼働時ではない),加 速度償
OD
却の採用 とともに耐用年数3年 以上の固定資産にその取得価額の50%ま での償却 を認 める。6)




qD小 事業主体 に対するこの種 の加速度償却の適用 は,ま ずは 「小企業の援助 と発展に関する施策
についてJ(1991年7月18日 付 ロシア閣僚会議決定)で,つ いで 「ロシア連邦における小事業主





付 ロシア連邦政府決定)で 認められた 「リースの暫定規程」(19条)に よって,フ ァイナンス・




1995年2月10日 付 ロシア連邦郵政省通達;通 信企業 での加速度償却の適用を解説 した固定資産
の積極的部分の減価償却について。
1995年2月28日 付 ロシア連邦 国税庁通達;1995年1月30日 付でロシア運輸省 によって承認 され
た加速度償却適用のための機械,設 備,運 送手段の一覧表について;こ れによ り1995年1月1日 か
ら加速度償却 を適用する運輸 ・道路 コンプレクスの企業 と組織での機械,設 備,運 輸手段(生 産用
固定資産の積極的部分)の 一覧表が示される。
1996年12月6日 付 ロシア連邦 国税庁通達;商 業銀行で1996年1月1日 か ら加速度償却を適 用で
きる機械 と設備 の一覧表。
1997年11月18日 付 ロシア連邦運輸省通達;加 速度償却適用のための機械,設 備,運 送手段 の一覧
表 について;加 速度償却の適用が容認された運輸 ・道路 コンプレックスの企業 と組織 にお ける機
械,設 備,運 輸手段(生 産用固定資産の積極的部分)の1997年6月1日 からの追加 を含む。
1997年12月22日 付 ロシア連邦国税庁通達;加 速度償却適用のための機械,設 備,運 送手段の一覧
表 について;1995年1月1日 か ら加速度償却適用が認容された運輸 ・道路コンプレックスの企業と
組織 での機械,設 備,運 送手段(生 産用固定資産の積極的部分)の 一覧表への追加(1995年2月20
日付ロシア連邦運輸省承認)を 含む。
一覧表 を,表2の ように作成 して きて いる([17][15])。
つ いで さ らに1998年1月1日 か らは,先 の1994年 の政府 決定(8条)で 定 め られて いた,使 途 目
働
的以外での加速度減価償却控除に対 しては課税するとした規定 も失効することになる([17])。
そしてこうした加速度償却の適用は,「課税算定上 より有利な状態 とな り… …,費 用 を拡大
化させる。… … 正規の減価償却の場合 よりも固定資産をより速 く更新 させ る。このことは最新
の高性能の機械,設 備,運 送手段の取得を可能 にし,そ れを基礎 にした生産物の産出を高め,
その質 と需要価値 を改善 し,原 価 を引き下げ,市 場経済の変化のもとで生産 を速やかに再建す
るもの」([17])で あるとされ,現 在のロシアでは加速度償却の採用が奨励 されている。
おわりに
以上,nBy6/97を 通 して現在のロシアにおける固定資産会計を考察 したが,nBy6/97に
は,「連邦会計法」や1994年12月 の改定版 「会計 と報告書の規程」に依拠 しながら固定資産会計




算定法などが明記 されたのである。そこでnBy6/97に 盛 られ明記 された内容は,1998年7月27
日付で改定 され1999年1月1日 か ら採用される現行 の 「会計 と報告書の規程」に取 り入れ られ
ることになった。またnBy6/97の 公布 と同時 に,財 務省は「固定資産会計 についての方法論的
指示」([20])を 承認した。それはnBy6/97に 依拠 した固定資産会計の実務 を示 したものであ
る。
ところで,市 場経済化を目指 しその もとでの企業会計制度を構築 している新生 ロシアでは,
国会で成立 をみた法律である 「連邦会計法」を第1段 階に位置する会計法規 とし,こ の法律 を
受けて主 として財務省によって制定 され る 「会計 と報告書の規程」 とこの規程を補完する一連
の会計規程(nBy)や 基準な どを第II段 階に位置する会計法規 としている。したが って,
nBy6/97は この第II段 階の会計法規 となる。さらに,第II段 階の規程や基準に基づいて主に現
実の会計方法についての法令や指示が財務省や執行権 をもつ連邦機関で決定 されるが,こ の法
令や指示が第III段階に位置する会計法規 となる。よって,「固定資産会計についての方法論的指
示」,減価償却控除の算定法,加 速度償却適用の範囲の指示などはこの第m段 階の会計法規 とな
U3)
る。
そして,個 々の組織 は上記の会計法規 に従って自己の会計方針 を形成 し,こ の会計方針に基
づいて会計 を実施 して,そ の結果を財務諸表に表示することになる。その際に,原 則 として継
続的に採 られる会計方針を自主的に形成するとした 「連邦会計法」(5;6条)の 規定,ま た①企業
資産の独立性,② 企業活動の継続性,③ 会計方針の継続性,④ 経済活動の事実の時期的認識の
各公準 と①真実性,② 慎重性,③ 形式より内容重視,④ 会計 データの一致,⑤ 経済活動条件 と
企業規模に見合った合理性の各要請 とに応 じた会計方針 を形成するとした 「会計 と報告書の規
程」の規定,お よびこの会計方針のもとで規定されたい くつかの会計の処理 ・手続の中か ら一
定の処理・手続 を選択するとした 「企業の会計方針の会計規程(nBy1/94)」(2.9条)の 規定
な どとの関連のもとで,個 々の組織 はnBy6/97と その適応の法令や指示に基づいて固定資産
会計 を処理 し,減 価償却控除 を算定することになる。そしてその結果が,nBy6/97の ㎜に盛 ら
れている開示事項 とともに,「 組織の会計報告書の規程(nBy4/96)」 に従って作成される財
pa
務諸表に公表 されることになる。
そして,こ うした会計法規で制度化 された企業会計制度の中で,nBy6/97に 盛 られた国際的
に広 く採用されている固定資産会計,減 価償却会計,加 速度償却会計な どが個々の組織で実施
されてい くことになる。
もっとも,nBy6/97に は,ま だソビエ ト会計のもとで採用されていた会計慣行の残津もみ ら
れ る。 このため現在,こ れまでに制定 してきた各種の会計法規の細部の事項 に対 して,2000年
G3)各 種 の会計法規の各段階への位置づけについては,[28][32]を 参照されたい。
OOこ の場合,個 々の組織 にお ける会計方針を形成 して組織内の会計処理 ・手続を定めた管理文書
(指 図書,命 令書)は,第IV段 階の会計法規 どなる。詳 しくは[28][30]を 参照されたい。
(81)新 生ロシアにおける固定資産会計について`81
を目途にした国際会計基準へのいっそうの接近 と調和が図 られようとしてお りその過程 におい
て,全 体 としての大枠には大 きな変更はない としても,各 段階に位置する会計法規の部分改定
が予定 されている。したがって今後 もその動向に注 目してい くことが必要であろう。

































⑮ ソ連崩壊後か ら約7年 間 を経過 した現在の ロシアで は,こ の間における会計改革 を理論的に整
理 した 「ロシアの市場経済における会計の考 え方」(1997年12月29日.付 ロシア連邦財務省会計方法
論会議 と職業会計人協会の承認)([13])を 提示す る一方で,2000年 を目途にいっそうの国際会計
基準への接近 ・調和 を目指 した 「財務諸表国際基準 に適応 した会計の改革プログラム」(1998年
3月6日 付ロシア連邦政府決定)([10])が 公表されている。
82『 明大商学論叢』第81巻 第1・2号(82)
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